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身近にある水の現状と課題

　水は生命の維持に不可欠である。水に関する問題は多く、生活様式の変化に伴う生活

用水の増加、人口増加に伴う食料生産拡大による水使用量の増加、食料自給率と仮想水

の関係、水道水の安全性の懸念からボトル水の需要増大、とうもろこしなどのバイオマ

スの生産増加に伴う農業用水の需要増加、都市部への人口集中による水需給の地域的な

偏りなど、多くの課題要素を含んでいる。

　最近 20 年間を見てみると、日本全国のほとんどの場所で一度は渇水が発生している。

渇水による断水などにより、日常生活に大きな影響を与えるだけではなく、農作物も被

害を受け、野菜などの価格の上昇や製造工場の操業に支障が出ることもある。造水技術

として海水淡水化があるが、これには多くのエネルギーを要する。つまり、水不足はエ

ネルギー需要の拡大につながることから、地球温暖化の問題が懸念される。また日本は

食料の約 60% を輸入しており、海外ではそれらを生産するために水を必要とする。この

ような仮想水（バーチャルウォーター）に対する課題も多い。

　最近では安全性やおいしい味を求めてボトル水の購入が増加している。水道の供給単

価は地域によって違うが、全国平均は 1m3 で約 170 円であり、ボトル水は１.5 リット

ル入りで約 200 円であることから、500 ～ 1000 倍のコストがかかっているにもかかわ

らず、ボトル水の消費量は上昇しており、国内商品のみならず、輸入品も増加している。

水道水に対する意識調査結果によると、水道水に対する不信感が大きい。しかし、実際

にはミネラルウォーター類などのボトル水の水質は、製造に使用する原水に対する管理

検査項目は 18 項目で、水道法が適用される水道水の 50 項目と比較すると大きな差があ

る。つまり、水道水のほうがボトル水のそれよりもはるかに厳しい品質によって管理さ

れている。2007 年 6 月、サンフランシスコ市でボトル水の購入を永久に禁止する市長命

令が出された。これは、税金の節約と環境保護が目的とされている。アメリカでは、国

民が購入するボトル水の容器の材料として、年間 4000 万ガロン以上の石油が消費され

ていると試算されている。また、その容器の廃棄の問題も生じることから、この件に関

して多くの議論がされている。

　環境負荷低減を目指すために、今後は中水の再利用、水熱の利用、そして水道水に対

する意識を改善していく必要がある。例えば、東京都では高度浄水処理された水道水を

ボトルに入れて「東京水」というブランドで販売している。我が国が持つ高度水処理技

術や、一般家庭に適用されている節水技術、中水利用システム、水を熱源とする利用な

どは省エネルギーの観点からも世界に広めて行くことが望ましい。また海水淡水化施設

における廃棄逆浸透膜や硬度低減化によって生成した副生成物や、高度浄水処理で使用

した粒状活性炭等の有効活用、小水力発電施設の導入などの取り組みは、水資源の少な

い地域への参考となる。

　水問題は単に水の需要に留まらず、多くのエネルギーや環境問題につながっていると

いうことを認識し、特に水道水に関するイメージを改善する必要があるとともに、身近

にある水の大切さを再認識できるような活動が望まれる。

科学技術動向

概　要
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アジアにおける防災衛星システムの

構築と国際協力の推進

　我が国は地震や台風による災害が多く、海溝型地震等による大規模災害の発生が懸念

されている。アジア地域についても、インドネシア・スマトラ島沖大規模地震やインド

洋津波が記憶に新しい。自然災害は発生を防止できないため、被災者の迅速な救助や災

害リスクの識別による被害の軽減措置が重要である。地球観測衛星は、災害の影響を受

けることなく被災地域を広範囲にわたり迅速に観測できるため、航空機、ヘリ等から得

られる情報と組み合わせて被災状況を把握し、救助活動を効果的にすることが期待でき

る。また、同一地域の定期的観測ができるため、災害リスクの識別ができると考えられる。

　第 3 期科学技術基本計画に基づき総合科学技術会議が取りまとめた分野別推進戦略で

は、｢ 災害監視衛星利用技術 ｣ を含む ｢ 減災を目指した国土の監視・管理技術 ｣ を、戦略

重点科学技術の一つとして位置付けており、2015 年度までに衛星観測監視システムを構

築し、防災・減災に役立つ観測データを継続的に提供することによる国民の安全・安心

の確保への貢献を目標としている。地球観測衛星の活用を検討するため、宇宙航空研究

開発機構 (JAXA) の陸域観測技術衛星 ｢ だいち ｣ による防災利用実証実験が行われており、

衛星地形図、ハザードマップの作成等の新たな利用技術が開発･検証され、防災活動に浸

透しつつある。また、我が国と同様に地震、台風等の被害を受けているアジア地域のた

めに、センチネル・アジアと言う枠組みで 2006 年 10 月から ｢ だいち ｣ の画像データ等

がインターネット経由で提供されている。多島国であることや道路網・通信網の整備状

況等のため、被害状況の把握が困難な場合もあり、地球観測衛星は有効な被害状況把握

手段となる。2007 年 9 月の時点でアジア地域等の 20 カ国 51 機関および 8 国際機関が

参加しており、アジア諸国の関心は高いと言える。しかし、ブロードバンドのネットワー

クが普及していない地域では、大容量データの迅速なダウンロードが困難なため、解像

度を下げた画像データの提供が行われている。今後打ち上げられる超高速インターネッ

ト衛星 ｢ きずな ｣ では、東南アジア向けのアンテナを搭載しており、大容量のデータ伝送

が可能となるため、センチネル･アジアでも利用が計画されている。

　一方、欧州でも、緊急対応における地球観測衛星の活用が計画されており、2008 年頃

には陸域観測、海洋観測および緊急対応の 3 つの中核業務を開始する予定である。欧州

委員会が運営体制を構築し、欧州宇宙機関が開発する衛星や欧州各国政府、民間の衛星

のデータを利用して、被害状況の把握、災害リスクの識別等のための情報を欧州各国政

府機関、国連等へ提供することを計画している。

　我が国が、地球観測衛星の防災への応用においてアジア諸国との国際協力を推進し、

アジア諸国との友好関係を維持・強化することは、我が国の国益にも資する。地球観測

衛星、超高速インターネット衛星を科学技術外交のためのツールの一つとして位置付け、

宇宙外交を推進し、我が国のみならずアジア地域の防災活動に貢献すべきである。

科学技術動向

概　要
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	情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication

　パソコンのメインメモリは、現在、SRAMやDRAMなどの揮発性メモリであるが、高速起動と省電力化にとっ

て、動作速度が速くかつ集積度の高い不揮発性メモリの開発が大きく寄与すると考えられる。東北大学と

(株)日立製作所は、産学連携の成果として、スピン注入方式のトンネル磁気抵抗効果を用いた2Mビットの不

揮発性RAM「スピンRAM」をさらに改良し、高信頼性と低消費電力を実現した。素子の微細化と高集積化

時に致命的となる熱揺らぎの問題を、自由層を2層にするなどして克服し、10年間の情報保持を可能とした。

開発に着手する企業も増えつつあり、今後、高集積化が進めば、スピンRAMの実用化も間近い。

トピックス 1　高速不揮発性スピンRAMの進展

参　考

1） 文部科学省ホームページ：http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/shiryo/006/07061516/007.pdf、
      および日立製作所ホームページ：http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2007/02/0213.html
2） 52nd Magnetism and Magnetic Materials Conference 2007 (Nov. 5-9), at Tampa, Florida
3） ノーベル財団ホームページ：http://nobelprize.org/nobel_prizes/physics/laureates/2007/index.html

改良型「スピン RAM」の構造

　パソコンの高速起動や情報機器の省電力化に

とって、動作速度の速い不揮発性メモリの開発

が大きく寄与すると考えられる。現在、パソコ

ンのメインメモリとして使われている SRAM や

DRAM などの半導体の揮発性メモリでは、記憶内

容の保持には常時書き込みのための電力が必要で

あり、電源を切れば情報を保持できない。一方、

不揮発性の FLASH メモリは、速度が遅く書き換

え耐性が低いためにメインメモリとしては理想的

ではない。これらの理由により、高速不揮発性メ

モリの候補としてトンネル磁気抵抗効果 (TMR) を

用いた素子が研究されてきた。東北大学と（株）日立

製作所は、産学連携の研究成果として、2007 年 2

月に 2M ビットの「スピン RAM」の試作に成功し１）、

さらに構造を改良して高信頼性と低消費電力を実

現する技術を確立した２）。

という従来の提案では、線幅を半分にすると必要

電流は 4 倍になるため、集積化の限界が見えてい

た。その後、素子に電流を直接流し、その方向によっ

て自由層の磁化方向を平行か反平行かに揃えるス

ピン注入が可能なことがわかり、この方式による

「スピン RAM」へと研究の主流は移った。この方式

によると、線幅を半分にすると書き込みに必要な

電流は半分となるため、高集積化には有利である。

　東北大学と（株）日立製作所は、試作した 2M ビッ

トのスピン RAM の評価を行い、実用化への問題

点を探った結果、書き換え時間約 85ns、読み出し

時間約 35ns が確認され、速さと書き換え耐性に

ついては、SRAM や DRAM に比べて遜色は無く、

実用化に問題がないことがわかった。しかし、こ

の段階では、自由層の磁化方向が室温の熱揺動で

わずかの確率だが勝手に反転してしまうことが問

題として残った。

　そこで、自由層を 2 層にしてお互いの層の磁化

が必ず逆向きになる様に設計を変更し、熱的に反

転するのに必要なエネルギーを増加させて反転確

率はほぼ 10 分の 1 と減少させ、その結果、10 年

間の情報保持の保証が可能となった。また、この

改良型の構造では、同時に書き込みに必要な臨界

電流も下がったことから、スピン RAM において

高信頼性と低消費電力を実現した。

　スピン RAM の開発に着手する企業が増えつつ

あり、より高集積化が進めば、実用化も間近い。

また、マイコンチップの混載メモリとしての利用

価値も大きく、この方向での実用化も望める。

　今年度のノーベル物理学賞は、「スピントロニク

ス」という新しい分野の発展のきっかけとなった 2

氏に対して贈られ 3）、その成果は、ハードディスク

の小型化への貢献にとどまらず、スピン RAM の

様な新しい原理の磁性メモリをも生み出している。

　TMR 素子は、強磁性金属膜 ( 自由層 ) ／絶縁膜／

強磁性金属膜 ( 固定層 ) の 3 層構造（図表）をし

ており、絶縁膜を挟む磁性膜の磁化方向が平行か

反平行かによって電気抵抗が大きく異なる現象を

利用した素子である。

　ビット線とワード線に流す電流により発生する

磁界で自由層の磁化を反転させて書き込みを行う

ワード線

ビット線

強磁性膜（自由層）

絶縁膜

強磁性膜（固定層）

低抵抗状態（平行） 高抵抗状態（反平行）
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　山口大学大学院医学系研究科の上村明男教授ら

は、イオン液体を用いた新規な廃プラスチックリ

サイクルの方法を考案した１）。

　循環型社会を実現する上で、不可欠な技術の一

つがプラスチックのリサイクルであるが、いくつ

かの方法が検討されている。その一つであるモノ

マーリサイクルは、複数のモノマーが結合した化

合物（＝ポリマー）であるプラスチックを、原材

料のモノマーに戻した後、重合工程を経て再びプ

ラスチックにリサイクルする方法であり、最も理

想的なリサイクル方法と考えられている２）。

　しかし、これまでプラスチックをモノマーに戻

す反応（解重合反応）を起こすには、高温高圧の

処理が必要である上、モノマー以外の副生成物が

多く発生してしまうことが大きな問題であり、効

率的かつ選択的な解重合反応の実現が望まれてい

た。

　上村教授らが考案したのは、反応媒体にイオン

液体を用いた全く新しいモノマーリサイクルの方

法である。イオン液体は室温で流動性のある液体

状態の塩である（図表 1）。水あるいは有機溶媒と

は全く異なり、不揮発性で不燃性、低毒性、高い

溶解性という特徴を有し、化学反応の新しい溶媒

として注目を集めている。

　従来のプラスチックのリサイクル法として知ら

れる熱分解法や水熱法では、プラスチックを分解

する解重合反応を起こすには、高温高圧の特殊な

設備が必要であったが、イオン液体を用いること

により、プラスチックと、解重合反応を促進する

触媒の溶解性がともに高まるため、低温で高い選

択性で反応の進行が可能となる。

　今回、溶媒にイオン液体である N メチル -N- プ

ロピルピペリジニウム - ビス（テトラフルオロメ

タンスルフォニルイミド）（PP13-TFSI）（図表 2）、

反応触媒に N,N,- ジメチルアミノピリジンを用い

て、300℃の温度条件で、繊維や汎用プラスチッ

ク材料として一般的な 6- ナイロンに対して解重合

反応を行った。その結果、モノマーであるカプロ

 環境分野	 TOPICS	 Environmental Science

　山口大学大学院医学系研究科の上村明男教授らは、イオン液体を用いた新規な廃プラスチックリサイクルの

方法を考案し、プラスチックのリサイクル方法の中でも最も理想的とされるモノマーリサイクルを実現した。

6-ナイロンに対して、イオン液体のNメチル -N-プロピルピペリジニウム-ビス（テトラフルオロメタンスルフォ

ニルイミド）を溶媒とし、反応触媒にN,N,-ジメチルアミノピリジンを用いたところ、従来の熱分解法や水熱法

では困難であった86%という高収率でモノマーを得ることができた。反応後もイオン液体に目立った劣化もな

く、繰り返し使用が可能であり、今後幅広いプラスチック材料へ適用できる可能性がある。

トピックス 2　イオン液体を用いた廃プラスチックリサイクル方法の開発

ラクタムの収率が、従来法では 30 ～ 40％であっ

たのが、本方法では 86％という高収率で回収でき

ることを確認した（図表 3）。また、一度反応に用

いたイオン液体には目立った劣化もなく、6- ナイ

ロンに由来する成分がほとんど認められず、その

ままで繰り返し使用が可能であることが確認され

た。本手法は、FRP や PET、ポリカーボネートな

ど、縮合系ポリマーのプラスチックに幅広く適用

できる可能性がある。

図表２　イオン液体（PP13-TFSI）の化学式

図表１　イオン液体の模式図

参　考

1） Akio Kamimura and Shigehiro Yamamoto, Organic 
Letters, 2007, Vol.9, No.13, pp2533-2535

2） 上村明男 , 第一回 JCI I イオン液体研究推進懇話会

資料 , 2007 年 10 月 5 日

図表３　6－ナイロンの解重合反応式
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　潮汐、波、海流や温度差などの海洋エネルギー

活用に関する研究開発が国内外で盛んに実施され

ており、波力発電システムについては実証実験が

スタートしている。

　海洋エネルギーを活用する場合、エネルギー関

連の技術的要素だけでは解決できない問題が顕在

化している。例えば、潮汐差の大きな場所にできる

干潟は生物多様性保全の観点から設備の固定が困

難なこと、洋上に大規模プラントを建設した場合

に漁業権侵害や景観損失を招くこと、などである。

　我が国では、（株）HYPER DRIVE（東京都新宿区）

が、海洋に固定設置する必要が無いブイ型の波力

発電装置を開発し、現在フロリダ沖で実証実験

中（図表 1）であるが、上記のような問題を解決

するものとして注目される。このブイ型発電装置

は、米国 NPO の SRI International が開発した発

電素材 EPAM（Electroactive Polymer Artificial 

Muscle）1）という人口筋肉材料を用いて開発され

たものである。EPAM を蛇腹状に連結し、下方に

取り付けられた錘が波の動きに応じて上下する時

に、EPAM も同時に伸縮して発電する仕組みであ

る（図表 2）。現時点での発電能力は 5W 程度であ

るが、耐久性と素材コストを改善し、総発電量の

大幅向上を目指している。小さな波でも効率よく

発電できるので、海域を選ばず、小型で発電効率

の高いシステムになる可能性がある。

　これまでに科学技術動向誌で報告した中では、

米国のオレゴン州立大学が進めている波力発電コ

ンセプト 3）も浮体ブイ型であり、同様に注目され

るものである。現在このコンセプトは実証実験に

移行し、2008 年からの実用化を目指している。

　 一 方、Pelamis Wave Power Limited（ 英 国、

 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy

　海洋エネルギーを活用した発電技術に関する研究開発においては、海洋にプラントを設置する場合には、

海域の生態系保全、漁業との棲み分け、景観破壊などの課題がつねに存在する。最近日本では人口筋肉材料

を応用して開発されたブイ型発電システム、そして米国では浮体ブイ型の波力発電の実証実験がスタートした。

英国ではPelamis と呼ばれる大規模の浮体型発電システムの商用化実験が進められている。これらは、海洋に

固定設置する必要が無く可動型になり得るシステムで、課題の解決策として注目される。

トピックス 3　係留可能な浮体型波力発電の実証実験が国内外で進展中

エジンバラ）が開発した Pelamis P-750 と呼ば

れる波力発電システム（図表 3）は、大規模な浮

体型として注目される。形状は直径 3.5 ｍ×長さ

150m の円柱物で、3 箇所に屈曲可能なヒンジ部

がある。これを沖合いに浮かべると、波のうねり

に応じて図表 3 のように屈曲し、ヒンジの屈曲と

連動した内部ラム機構を介して油圧モータを作動

させ発電ができる。発電された電力は、Pelamis

本体を洋上で係留するように取り付けられた半固

定の海中ケーブルを介して地上に送電される。

図表１　ブイ型波力発電装置

　　　　 （表紙カラー図参照）

図表２　EPAM の発電部 参　考

1） Artificial Muscle Incorporated ホームページ資料：

　   http://www.artificialmuscle.com/
2） HYPER DRIVE ホームページ資料：

　   http://www.hyperdrive-web.com/index.html
3） ｢新しい方式による波力発電システム｣ 科学技術

動向 2005年8月号

4） Pelamis Wave Power Limited ホームページ資料：

　   http://www.pelamiswave.com/

図表３　Pelamis  本体の外観と作動イメージ

ともに 出典：参考資料 2）

出典：参考文献 4）

ヒンジ部
Side View

　このシステムの発電能力は 750kW（1 ヒンジ

当たり 250kW）で、風力発電 1 機分と同等であ

る。実用に際しては洋上で複数体を連結する洋上

ファーム方式が構想されており、例えば 40 体連結

の場合には最大 30MW 発電できる可能性がある。

これは、2 万世帯分に相当する規模であると報告さ

れている 4）。英国政府は、商用化を目指した実証実

験をこの夏から進めている。英国コーンウォール沖

での洋上ファーム（Wave Hub Project）で、世界初

かつ最大級の再生可能エネルギー洋上発電ファー

ムを築き、スコットランド地方を海洋エネルギー

開発において世界一にすることを目指している。

　これら全ての波力発電システムは、海洋に固定

設置する必要が無いため、これまでの課題の解決

策として注目されている。

Wave direction
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　放射線の一種である中性子は、近年、脳腫瘍な

どの治療にも威力を発揮することが実証されつつ

あり、また中性子散乱技術を応用した高品位の半

導体用シリコン単結晶の製造やリチウム電池、燃

料電池の高性能化など、利用範囲が拡大している。

しかし、中性子は、物質透過能力が強く人体への

影響が大きい。しかも、α線やβ線など他の放射

線と比べて飛跡が複雑なために、遮蔽方法および

設計が難しい。中性子線を遮蔽する材料としては、

コンクリートが効果的ではあるが、遮蔽効果を向

上し、かつコンクリート厚を薄くできる技術が求

められている。

　（株）間組は、以前より中性子に対する遮蔽材料の

研究を行ってきたが、2004年からは、大学共同利

用機関法人高エネルギー加速器研究機構（KEK）

と共同で中性子を遮断する高性能なコンクリート

の研究を進めている。この共同研究グループは、

2007年7月、普通コンクリートに比べて約1.7倍

の遮蔽性能を持った中性子遮蔽コンクリートを開

発したと発表した。

　中性子は無電荷で原子核だけに反応する。中性

子自身より重い原子核との衝突時は、原子核に跳

ね返され速度（エネルギー）があまり低下しない

ため遮蔽が難しいが、中性子と重さが近い水素原

子核（陽子）と衝突すると陽子が弾き飛ばされ、

中性子の速度を急激に低下させることができる。

減速した中性子を捕獲する元素としては、過去の

研究からホウ素、カドミウム、リチウムなどが知

られており、1950年代には骨材にホウ素含有岩石

を用いた研究が行われたが、コンクリートが固ま

りにくく、力学特性が悪いために、長期間にわたっ

て研究が途切れていた。

　共同研究グループは、従来のホウ素原子による

中性子の捕獲吸収特性だけでなく、水素原子によ

る中性子の減速特性を加味させる方法を用いた。

コンクリートには、粗骨材として水素原子を多く

含む北日本産の変成岩を、細骨材にはこの変成岩

	社会基盤分野	 TOPICS	 Infrastructure

　放射線の一種である中性子は、近年、脳腫瘍などの治療や、高品位の半導体用シリコン単結晶の製造、リ

チウム電池、燃料電池の高性能化など幅広く利用されている。しかし、中性子は、物質透過能力が強いため人

体への影響が大きく、また建物における遮蔽方法および設計が難しい。大学共同利用機関法人高エネルギー加

速器研究機構（KEK）と（株）間組は共同で研究を進め、2007年7月に、普通コンクリートに比べて約1.7倍の遮

蔽性能を持った中性子遮蔽コンクリートの開発を発表した。共同研究グループはこの開発において、従来研究さ

れていたホウ素原子による中性子の捕獲吸収特性だけではなく、水素原子による中性子の減速特性を加味させ

る方法を用いた。この開発により、コンパクト化による室内空間の拡大や建物重量の軽量化に伴う基礎工事の

低減が可能となり、今後、中性子を扱う医療施設、研究施設、原子力施設などで多用されることが期待できる。

トピックス 4　ホウ素と水素による各特性を活かした中性子遮蔽コンクリートの開発

を砕き砂にしたものにホウ素を含んだトルコ産の

天然砂と普通セメントを使用した。中性子遮蔽能

力は、粗骨材、細骨材、セメント、水などの適正

な配合方法の決定が重要であり、遮蔽シュミュレー

ション解析により使用材料と遮蔽性能の最適化に

よる配合量を決定した。

　開発した中性子遮蔽コンクリートは、低速から

高速中性子注１）の広い範囲を遮蔽でき、普通コン

クリートの約1.7倍の遮蔽性能をもち、厚さを約

40％低減させることができる（図表）。圧縮強度

は普通コンクリートと同等性能ではあるが、長期

耐久性を示す乾燥収縮量や中性化深さ量注２）はむ

しろ良い性能を確保している。

　製造コストは、プレキャスト板製品（工場製品）

と比べると約２割増ではあるが、コンパクト化に

よる室内空間の拡大や建物重量の軽量化に伴う基

礎工事の低減が可能である。今後、中性子を扱う

医療施設、研究施設、原子力施設などで多用され

ることが期待できる。

注１：低速中性子 (0.03 ～ 100eV)、中速中性子 (0.1

～ 500eV)、高速中性子 (500eV 以上 )　、１eV の

中性子速度＝ 1.4 × 104 m/s

注２：アルカリ性の性質をもつコンクリートが空

気中の炭酸ガスなどの反応により中性化し、内部

の鉄筋を腐食させる。この中性化の進行度合いを

深さで表す。

中性子遮蔽コンクリートの性能

提供：KEK・（株）間組

中性子遮蔽コンクリート

普通コンクリート
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1

1/10

1/100

1/1,000

1/10,000

1/100,000

1/1,000,000

減衰率

コンクリート厚さ（cm）

38cm 63cm



�Science & Technology Trends   November  2007

　地球深部探査船「ちきゅう」はこれまでの試験

運用を終え、「南海トラフ地震発生帯掘削計画（略

称：南海掘削）」の目標を達成するため、紀伊半島

沖の熊野灘で掘削を開始した。これは、巨大地震

や津波の発生するメカニズムを解明するため、ま

た長い年月をかけて変動していく地球の姿を明ら

かにしていくために、これまで幾度となく巨大地

震が発生してきた地震断層を掘削する試みであり、

世界の科学史上初めての計画である。この計画は

世界から科学者が集結し、我が国の研究者が主導

して、数年にわたって実施されているものである。

　また、この計画は日本と米国が主導国となる多

国間国際協力プロジェクトである統合国際深海

掘削計画（IODP）の一環として実施されている。

IODPは2003年10月からスタートし、現在は欧

州、中国、韓国などの21カ国が参加している。日

米欧がそれぞれタイプの異なる掘削船を提供し、

参加各国が資金を分担している。乗船研究者数は

各国の分担金に応じて構成され、「南海掘削」の

ステージ1（2007年9月21日～ 2008年2月5日）

では、共同首席研究者が日米から一名ずつ、また

全期間の乗船研究者総数は、日本：21名、米国：

21名、欧州：21名、中国：2名、韓国：1名である。

　紀伊半島沖の熊野灘はフィリピン海プレートと

大陸プレートの境界にあり、東南海地震など巨大

地震の震源となることが想定されている海域であ

る。この海洋地殻は年間約4センチの速さで大陸

地殻の下にもぐりこんでいき、地震のエネルギー

が蓄積していく。このようなプレート境界断層が

地震発生帯となる。しかも熊野灘の地震発生帯は

世界のプレート境界のなかでも比較的に浅い深度

にあり、「ちきゅう」の掘削可能深度である海底下

6000ｍ程度であり、研究対象という意味でも貴重

な海域である。「南海掘削」はこのような地震発生

の主断層や津波の発生原因となる断層などを掘り

ぬき、地質試料を採取することにより、また地震

断層を掘削孔に挿入した測器で直接に観測するこ

とにより、断層内にある岩石と水について、圧力

や物性を知り、地震発生過程にどのように作用し

	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier

　地球深部探査船「ちきゅう」は、「南海トラフ地震発生帯掘削計画」を達成するため、紀伊半島沖の熊野灘

で掘削を開始した。巨大地震や津波が発生するメカニズムを解明し、変動していく地球の姿を明らかにしてい

くため、発生の原因となる断層を掘り、地質試料を採取し、また地震断層を現場で直に観測するもので、世

界の科学史上初めての計画である。日本と米国が主導国となる多国間国際協力プロジェクト統合国際深海掘削

計画（IODP）の一環として実施されている。「ちきゅう」には世界から乗船研究者が参加し、我が国の研究者

が主導する形で計画を実施している。11月15日には第１次研究航海が完了し、地震発生帯上部の応力状態など

のデータが得られた。

ているかを解明できると考えられている。2007年

度第1次研究航海は11月15日に完了し、海底下

400 ～ 1400mまで掘削孔内の物理データが連続

的に得られて、地震発生帯上部の応力状態や資質

構造に関する情報が得られた。巨大地震発生のメ

カニズムが解明されることによって地震国日本の

国民は大きな恩恵を受けることができるものと期

待されている。

　この海域は、地震発生のメカニズムを解明する

科学的な研究にも、地震防災という安全安心の観

点からも興味深い海域であるが、海底下の地質が

複雑であるために掘削作業は困難が予想されてい

る。フィリピン海プレートがはるか南方から運ん

できた地質や富士川から流れ込んだ砂泥などが長

期にわたる地球史のなかで蓄積および圧縮され、

しかも古い地層ほど上側にある褶
しゅうきょく

曲地形となって

いる。このため断層によって孔内が崩落するなど

の掘削リスクが想定されていた。

　また、この海域は最強の海流の一つである黒潮

の流域にあり、3ノット（時速約6キロ）を超え、

また蛇行する流路も変動する。計画の現段階はド

リルパイプによって掘削していく素掘方式である。

掘削深度が大きくなるとドリルパイプが地層に押

し付けられ、次第に回転しにくくなり、この方式で

は1800m程度が限界とされている。海底下6000m

にある地震発生帯を掘りぬくため、将来、「ちきゅ

う」は海底石油掘削で実用されているライザー方

式によって掘削する予定である。「ちきゅう」と海

底を太いライザーパイプで完全につないだ状態と

しておき、セメント状の液体を循環させ、掘削し

た滓
か す

を取り除き、孔壁を保護しながら掘り進んで

いく。強流による過大な力の発生を防ぐため、現

時点で3ノット以下の地点を予測して掘削地点を決

めなければならない。また、台風が発生した場合に

は、緊急に掘削作業を中止・回収・海域離脱など

を行わなければならないため、掘削を確実に実行

していくためには、黒潮蛇行を予測する技術や台

風のシーズンを避けながら計画を進めるとともに、

精度よく予測できる技術などの開発も必要である。

トピックス 5　巨大地震の解明に動き始めた地球深部探査船「ちきゅう」
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　宇宙線とは、宇宙空間をほぼ光速で飛び交い、

地球に降り注いでくる荷電粒子のことであり、地

上の加速器で生成される高速粒子以上のエネル

ギーを有することもある。20世紀初頭の発見以来、

この様な高エネルギー宇宙線が宇宙空間で生成さ

れるメカニズムは謎であった。

　宇宙線は、超新星爆発によって星間空間に形成

される衝撃波によって加速されるという「衝撃波

統計加速理論」が1978年頃に提唱された。この理

論で重要な点は、宇宙線を介し、超新星爆発の衝

撃波により星間磁場が強く増幅されるという予測

である。

　宇宙航空研究開発機構（JAXA）宇宙科学研究

本部（ISAS）の内山泰伸研究員を中心とする研究

グループは、日本のX線天文衛星「すざく」と米

国のX線天文衛星「チャンドラ」による観測を行い、

さそり座にある超新星残骸の一つにおいて、宇宙

線に含まれる電子・陽子と磁場が互いにエネルギー

を増幅しあうことにより、高エネルギー宇宙線が

生成されていることを発見した。

　高解像度のX線像が得られる｢チャンドラ｣衛星

で2000年、2005年、2006年に超新星残骸のX線

スポットを観測したところ、X線強度が約1年間

のタイムスケールで増大･減衰することを発見した

（表紙カラー図参照）。この様に急激なX線強度の

変動は、このX線が宇宙線に含まれるほぼ光速に

近い電子によるシンクロトロン放射で生成されて

いること、また電子が強大な磁場中で加速されて

いることを示しており、宇宙線の加速に伴い、超

	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier

　宇宙航空研究開発機構（JAXA）宇宙科学研究本部（ISAS）の内山泰伸研究員を中心とする研究グループは、

さそり座にある超新星残骸の一つにおいて、宇宙線に含まれる電子・陽子と磁場が互いにエネルギーを増幅し

あうことにより、1年程度の極めて短期間で高エネルギー宇宙線が生成されていることを発見した。20世紀初

頭の宇宙線の発見以来、高エネルギー宇宙線が宇宙空間で生成されるメカニズムは謎であったが、極めて高

い解像度でX線像が得られる米国の「チャンドラ」衛星と、広いエネルギー領域で高精度のX線スペクトルが

得られる日本の「すざく」衛星のそれぞれの特長を活かした観測により、初めて直接的に捉えられた。これに

より、超新星爆発によって星間空間に形成される衝撃波が、地球に降り注ぐ宇宙線を作り出す源であるという

長年の仮説「衝撃波統計加速理論」が極めて有力となった。この成果は、英科学誌Natureの2007年10月4日

号に掲載されている。

トピックス 6　日米 X 線天文衛星、高エネルギー宇宙線生成の謎解明に貢献

新星爆発で形成された衝撃波において、通常の星

間磁場の100倍以上の強度、1ミリガウスまで磁

場が増幅されていることになる。また、この様な

磁場の強度から、地上の望遠鏡で観測された超高

エネルギーガンマ線は、この様な磁場で加速され

た宇宙線陽子による中性パイ中間子の生成と崩壊

によるものであることも判明した。

　「すざく」衛星による広いエネルギー領域のX

線スペクトル観測から、10キロ電子ボルト以上の

エネルギー領域で急激にX線の強度が弱まること

（カットオフ）が発見された（図表）。この発見から、

衝撃波統計加速理論で考えられるほぼ最大のエネ

ルギー増幅率で電子が加速されていることが判明

した。

　これらのことから、宇宙線の陽子が少なくとも

1ペタ電子ボルト(ペタは10の15乗)まで超新星

残骸中で加速されているとの論拠が得られた。

参　考

1)    ｢ 超新星爆発の衝撃波で宇宙線は極めて短時間（1 年程度）で加速されていた－「すざく」衛星とアメリカの

    「チャンドラ」衛星の X 線観測より発見－ ｣ (http://www.isas.jaxa.jp/j/topics/topics/2007/1004.shtml)
2)   “Extremely fast acceleration of cosmic rays in a supernova remnant”、内山泰伸他、Nature、2007 年 10 月 4 日

X 線スペクトル

カットオフ

X 線強度
（CGS 単位）

X 線エネルギー（キロ電子ボルト）

出典：Nature( 参考
1)

から転載 )

Suzaku

Chandra
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　欧州における人文科学分野の文献検索データ

ベース European Reference Index for the 

Humanities (ERIH)計画は、欧州科学財団と欧州

委員会の協同する「欧州研究圏における人文科学」

企画の一環として推進されている。人文科学分野

の著作は、他の科学分野に比べて、使用言語への

依存性が高く、発表媒体も多様である（専門誌上

の論文・書籍･講演録･選書・デジタル媒体など）。又、

データが更新されるのでなく再解釈される事が多

いため、データの管理運営期間が長いという特徴

がある。

　ERIH計画の趣旨は、専門分野や言語の境界を越

えて、人文科学分野の出版物に関する情報を得る

手段を提供することである。まず、トップ・レベ

ルとみなされる雑誌の分類概念（A、B、C）を定め、

専門委員会の厳選によって各分類に該当する個別

雑誌を選定し、公表を開始した。欧州に特徴的な

点として、専門委員は地理的な偏りがないよう留

意して選出されている。

　雑誌の分類のうちA及びB類は、世界各地で出

版される国際誌が対象となる。主要な言語は英語・

フランス語・ドイツ語・スペイン語・ロシア語で

あるが、他の欧州言語をはじめ世界の他地域の

言語も対象となり得る。A類は、多数国で購読さ

れ、分野内の研究者の評価が極めて高く、世界中

で引用されるものとしている。これが全体の10 ～

25％をしめる事が期待されている。B類も、複数

国で出版され、他国の研究者の中でも評価の高い

ものとしている。

　C類は、言語によって特定されるような地域・

地方内での重要性が高く、主に地元で読まれるが、

出版国以外で引用される可能性もあるものである。

ただし、欧州（ここでは、欧州科学財団の加盟国）

からの出版物のみが該当する。ERIH計画の特色と

して、C類に該当するような雑誌を国際的な文脈

	その他の分野	 TOPICS	 Others

　2007年6月、the International Society for Scientometrics and Informetrics(ISSI)の国際会議がマドリッドで開

かれ、欧州科学財団による、欧州における人文科学分野の文献検索データベース European Reference Index 

for the Humanities(ERIH)が紹介された。ERIH計画は、欧州科学財団と欧州委員会が協同する「欧州研究圏に

おける人文科学」企画の一環で、専門分野や言語の境界を越えて、人文科学分野の出版物に関する情報を

得る手段を提供するものである。世界各地で出版される国際的にトップ・レベルと見なされる雑誌を、質と引

用度に応じA、Bに類別し、欧州内のみで出版されるが重要性が高く国際的に引用される可能性がある雑誌を

C類とし、C類の雑誌も国際誌と同様の文脈で扱う事を特色としている。人文科学の15分野について、各 、々

雑誌選定結果の公表が始まっており、2007年末を目途に完了する。現在は約4000種の雑誌が評価されている

が、更に増誌・拡大する予定であり、次の段階では、編者や出版社と協力し、出版物の質の管理を行うことを

目指している。

トピックス 7　欧州で進む人文科学分野の文献データベース構築

で取り扱う事が挙げられている。

　現在、人文科学を15分野に分類し、すでに11

分野の雑誌選考の結果が公開されており、2007年

末までに残る4分野の公表が予定されている。

発表済：人類学、ジェンダー研究、科学の歴史･哲

学、言語学、音楽学、哲学、宗教学・神学、

考古学、古典、歴史、教授・教育学

未発表：芸術・芸術史、文学、東洋・アフリカ研究、

心理学

　今後、メディア学や倫理学などを追加する事も

検討されている。現在約4000種の雑誌について

作業が進んでおり、今後も増誌し、更に、書籍や、

伝統的形式以外の出版物にも拡大する予定である。

編纂刊行物や特集刊行物についても検討している。

次の段階として、雑誌の編者や出版社と協力して、

雑誌の質の管理を促進する事を目指している。

　2007年6月25 ～ 27日マドリッドで開催され

たthe International Society for Scientometrics 

and Informetrics(ISSI)の 第11回 国 際 会 議 に て、

欧州科学財団のRudiger Klein氏が上記計画につ

いて紹介した。ISSIの聴衆からは、人文科学系の

著作を出典媒体の格や引用頻度で評価すること

になる可能性が危ぶまれた。欧州科学財団側は、

ERIHの情報が人文科学系の著作の流布を促進す

る基盤構造となり、ヴァーチャル学習環境(VLE)

などを活性化する可能性なども示唆している。

　日本でも国立情報学研究所(NII)・国立国会図書

館・JSTのJ-STAGE等で、人文社会科学系の日

本語論文データ・ベース構築が着手されているが、

更なる質・規模の向上が期待されている。

参　考

1)   ERIH:  ht tp : / /www.esf .org/ research-areas/
humanities/activities/research-infrastructures.html

2)   ISSI: http://issi2007.cindoc.csic.es/program.html

:
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科学技術動向研究

身近にある水の現状と課題

浦島　邦子
環境・エネルギーユニット

　水は生命の維持に不可欠であ

る。水に関する問題は数多く、生

活様式の変化に伴う生活用水の増

加、人口増加に伴う食料生産拡大

による水使用量の増加、食料自給

率と仮想水の関係、水道水への安

全への懸念から派生したボトル水

の需要増大、とうもろこしなどの

バイオマスの生産増加に伴う農業

用水の需要増加、都市部への人口

集中による水需給の地域的な偏り

などである。これらはそれぞれ多

くの課題要素を含んでいる。こ

こ 10 年間で自然災害の 90％は

水に関連しており、また世界中で

安全な飲料水を利用できない人の

63％、基本的な衛生施設を利用

できない人の 75％がアジア・太

平洋地域に集中しており、極めて

深刻な状況である。

　図表 1 に示すように、我が国の

2004 年における全国の水使用量

は、合計で約 835 億 m3 ㎥／年、用

途別では生活用水と工業用水の合

計である都市用水が約 283 億 m3

㎥／年、農業用水が約 552 億 m3 ㎥

／年である 1）。工業用水の淡水使

用量と生活用水を合わせた都市用

水使用量は、1965 年以降増加傾

向を見せていたが、近年は節水技

術の向上や経済状況等を反映して

ほぼ横ばいあるいは微減傾向にあ

る 2）。

　水使用形態の区分を図表 2 に示

すが、本稿では、生活用水を中心

として、現在懸念されている水の

質や不足、造水に伴うエネルギー

増大、ペットボトル容器などの廃

棄物の処理などに関する環境負荷

の低減をどうすべきか考察する。

1  はじめに 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

図表 1　全国の水使用量

（注）1.　国土交通省水資源部の推計による取水量ベースの値であり、使用後再び河川等へ還元される水量も含む。
2.　工業用水は従業員 4 人以上の事業所を対象とし、淡水補給量である。ただし、公益事業において使用され

た水は含まない。
3.　農業用水については、1981 ～ 1982 年値は 1980 年の推計値を、1984 ～ 1988 年値を、1990 ～ 1993

年値は 1989 年の推計値を用いている。
4.　四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

水使用量合計生活用水 工業用水 農業用水 都市用水

900
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0

（億 m3/ 年）

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
（年）

出典：参考文献 1）より引用
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図表 2　水使用形態の区分

2  生活における水の現状 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

２‐１

生活用水について

　最近 20 年間を見てみると、日

本全国のほとんどの場所で渇水が

発生している。渇水による断水

は、日常生活に大きな影響を与え

るだけでなく、農作物も被害を受

け、野菜などの価格の上昇や製造

工場の操業に支障が出る。例えば

1995 年に発生した渇水では、42

都道府県で約 1700 万人が影響を

受けたと試算されている。図表 3

に示すように、生活様式の変化か

ら全国的に一般生活での水使用量

が増加している 1）。ここでは特に

以前から水不足に悩まされてきた

地域である沖縄県で生じている問

題を例にとり、普段の生活にかか

わる水の問題について取り上げる。

図表 3　生活用水使用量の推移

（注）1.　1975 年以降は国土交通省水資源部調べ。
2.　1965 年及び 1970 年の値については、厚生労働省「水道統計」による。
3.　有効水量ベースである。

都市用水

生活用水

工業用水

家庭用水

都市活動用水

農業用水

飲料水，調理，洗濯，風呂，掃除，水洗トイレ，

散水　等

営業用水（飲食店，デパート，ホテルプール

等，事業所用水（事務所等），公共用水（噴

水，公衆トイレ等），消火用水　等

ボイラー用水，原料用水，製品処理用水，洗浄用水，冷却用水，

温調用水　等

水田かんがい用水，畑地かんがい用水，畜産用水　等
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出典：参考文献 2）より引用

出典：参考文献 1）より引用
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であるため、少雨年においてはサ

トウキビに撒く水はあるのに水道

水がない、と水利権に関する住民

からの不満が出ている。他にも例

えば、２つの簡易水道事業が存在

する村では、村内で給水制限期間

が異なり、住民の中に不公平感が

生まれてきている。また水道料金

も地域によって格差が生じている。

例えば那覇市の水道料金は 10m3

あたり約 1500 円であるが、海水

淡水化を行っている南大東村は約

3400 円である。つまり、現行の

水道料金が２～３倍となり、この

料金は観光産業にかかわっていな

い住民に対しても適用される。す

なわち、渇水リスクの軽減と観光

振興の間にトレードオフの関係が

あり、これが住民内のコンフリク

トを生み出し、課題となっている 4）。

このような小規模自治体特有に見

られる地域性のある問題は、沖縄

に限らず全国各地で発生している

共通の問題ではあるが、特に小規

模離島の水道担当者は１名で浄水

場の管理から水道の料金徴収まで

行っている町村もあることから、

水道設備の設置に際し取り扱いが

難しくない技術の導入が必要とな

る。

　このように、生活スタイルおよ

び産業構造の変化に伴い、海水淡

水化による造水の必要性が拡大し

ている。当然ながら造水にはエネ

ルギーが必要であり、原子力発電

所のない沖縄では火力だけではエ

ネルギー不足ならびに温暖化問題

が懸念される。

２‐２

食料輸入に関する問題

　日本は食料の約 60% を輸入し

ており、当然海外でそれらを生産

するために水が必要であり、これ

を仮想水といい、この仮想水の量

や質に関する課題も多い。例えば、

食パン一斤を作るために必要な水

は 500 ～ 600 ℓ、ステーキ 200g

に必要な水は約 4,000 ℓと試算さ

れている 4）。食料輸入に際し、食

品に付随してくる水も同時に輸入

　沖縄県では近年人口が増加し、

1970 年 の 約 95 万 人 か ら 2005

年には 136 万人と増加している。

また、観光客数は 1973 年には約

74 万人だったのに対し、1984 年

に は 約 205 万 人、 そ し て 2005

年には約 550 万人と増加してい

る。これには、飛行機の便数の

拡大や、各島への直行便の増加

などが影響している。観光客の

増加に伴い、宿泊施設も増加して

いる。沖縄本島の水道の施設基

準は、宿泊収容人員 1 人あたり

200 ～ 300 ℓ / 日であるが、実際

沖縄県企業局による 29 の宿泊施

設の調査では、宿泊客数 1 人あた

り 1 日最大 2,375 ℓ、最小 332 ℓ、

平均 778 ℓ使用していた 3）。沖縄

地方は以前から入浴習慣がほとん

どなく、シャワーで済ませるとい

うスタイルが定着していたが、近

年では観光客の増加に伴い水消費

量も増大している。上水の確保が

問題となっており、特に水資源に

乏しい離島地域における水資源開

発の多くは農業用水確保が主目的

図表 4　仮想水総輸入量

総輸入量：640 億 m3/ 年

日本国内の年間灌漑用水使用量：590 億 m3/ 年

その他 :33

14

22

49

13

89 25
3

3

389

日本への品目別
仮想投入水量
（億m3/年）

とうもろこし

大豆

小麦

米

大・裸麦

牛

豚

にわとり

牛乳及び乳製品

工業製品

145

121

94
24

20

140

36

25
22 13

（日本の単位収量：2000 年度に対する食糧需給表の統計値より試算）

出典：参考文献 6）より引用
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３‐１

水に対する意識

　現在、浄水器普及状況の全国平

均は 30％を超え、いわゆる水が

“まずい”といわれる大都市圏は、

他の地域に比べて高い数値となっ

ている。図表 5 に、日本での浄

水器についてのアンケート結果の

一部を示す 10）。浄水器の設置理

由は“味の改善”が 54.1% と過半

数を占めており、水道水が不安で

あるなど、安全性も重視されてい

る。提供されている水道水自体よ

り、水が通ってくる配管の腐食や

貯水タンクの汚染などの不安から、

浄水器を設置している家庭も多い。

図表 6 に東京都水道局による水道

水に対する意識調査結果を示す 11）。

この結果によると水道水質に対す

る不信感はかなり大きいことがわ

かる。

図表 5　浄水器設置理由 図表 6　水道に対する信頼度

２‐３

ボトル水に関する問題

　日本では、以前からウイスキー

などを飲む際のミネラルウォー

ターやナチュラルウォーターが一

般に普及していた。しかし、最近

では安全性やおいしい味を求め

て、日常のあらゆる機会でボトル

水の購入量が増加している。国内

商品のみならず、輸入品も増加し

ている。2000 年におけるボトル

水の輸入量は 19.5 万 m3 であっ

た。国内で販売されている約 3 分

の 1 はヨーロッパや北米からの

輸入品である。ボトル水の輸入に

は当然ながら輸送燃料使用による

CO2 の発生が伴うことから、エネ

ルギー資源と地球温暖化ガス問題

の一部とみなされる。また、ペッ

トボトル容器の廃棄処分という問

題も発生する。

　2007 年 6 月、サンフランシス

コ市でボトル水の購入を永久に禁

止する市長命令が出された 7）。こ

れは、税金の節約と環境保護が目

的とされている。アメリカでは、

国民が購入するボトル水の容器の

材料として、年間 4000 万ガロン

( 約 15,142 万ℓ ) 以上の石油が消

費されていると試算されている。

また、その容器の廃棄の問題もあ

ることから、この件に関して多く

の議論がされている 8、9）。

していることから、その水質の問

題もある。図表 4 に世界各地か

ら日本へ入ってくる総仮想水の流

れを示す。この図によると、北米

やオーストラリア等からが最も多

く、次に中国や東南アジア、ヨー

ロッパからも仮想水を輸入してい

ることがわかる。仮想水の総輸入

量は年約 640 億 m3 に達し、日

本国内での総水資源使用量は年約

900 億 m3 であることから、日本

で実際に使用している水の約 3 分

の 2 に該当する量を、日本は海外

で使用していることになる。仮に、

国内で年間 3,000 万 t にも及ぶ食

料を自給することを目指すならば、

食料生産に必要となるかんがい用

水を造水する必要が生じる 6）。

わからない

おいしい水を飲みたいから

水道水が不安だから

身体にいいと言われているから

安全な水を飲みたいから

水道水の臭いが気になるから

水道水の汚染が気になるから

家族の健康を考えたから

ミネラルウォーターより割安
だと思うから

友人・知人にすすめられたから

集合住宅などの水は汚れて
いると言われているから
マスコミなどで水について
いろいろ言われているから

井戸水に不安が出てきたから

その他

医者にすすめられたから

 54.1％

 40.6％

 38.9％

 33.2％

 32.2％

 22.7％

 22.4％

 11.2％

 11.0％

 6.2％

 2.7％

 1.0％

 0.7％

 4.0％

 1.7％

 0％  10％  20％ 30％ 40％ 50％ 60％

<N=401>（複数回答）

出典：参考文献 11）より引用

不安

安心

水道水に対する信頼度
（東京都調べ）

やや不安 まあまあ
安心

出典：参考文献 10）より引用

31.3％

11.6％

8.8％

46.9％

その他
0.6％どちらでも

ない 0.9％
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水道の現状

　図表 7 に示すように、現在我

が国の水道普及率は 97.2%、水系

伝染病患者数はゼロで、ほぼすべ

ての国民に安全な水を供給してい

る。また、水質基準適合率もここ

数年 99.9% 以上である 12、13）。し

かし、水道の経営基盤は脆弱な中

小規模の水道事業者が大多数であ

る。

　水道の水質は、厚生労働省に

よって水道法に基づく『水質基準

に関する省令』（平成 15 年５月

30 日厚生労働省令第 101 号）で

定められている。全国の水道事業

者・用水供給事業者の各浄水場に

おける検査状況（最高値・最小値・

平均値・検査回数）は原水／浄水

別に集計、各事業者によって管理

されている 14）。この検査項目は、

一般細菌、大腸菌、重金属、ベ

ンゼン等の有機物質などのほか、

pH、色、濁度、など現在 50 項

目が設定 15）されている。しかし、

つねに最新の知見に照らして改正

していくべきとの考えから、必要

な知見の収集等を実施し、逐次検

討を進めている 16）。水道の供給

単価は地域によって違うが、全国

平均は1m3 で約170円 17）であり、

ボトル水は１.5 ℓ入りで約 200 円

であることから、500 ～ 1000 倍の

コストがかかっているにもかかわ

らず、図表 8 に示すように、ボト

ル水の消費量は上昇している 18）。

３‐３

ボトル水の現状

　ミネラルウォーター類の原料と

なる水（原水）は、飲用適の水でな

ければならないこととされ、水道

水、または食品衛生法で定められ

た基準に適合する水でなければな

らない。ボトル水は、水道法では

（注）日本ミネラルウォーター協会資料をもとに国土交通省水資源部作成

図表 8　ミネラルウォーターの生産と輸入量の推移

図表 7　我が国の水道普及率と水系伝染病患者数の推移
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なくその形態から「食品衛生法」

が適用され、清涼飲料水のカテゴ

リーに属し、厚生労働省によって

製造基準および成分規格が定めら

れている。食品衛生法では、ミネ

ラルウォーター類を「水のみを原

料とする清涼飲料水をいう」とし

ており、これには、鉱水のみ、二

酸化炭素を注入したもの、カルシ

ウム等を添加したものも含まれ

る。ミネラルウォーター類の水質

は食品衛生法第 11 条に基づく「食

品、添加物等の規格基準」によっ

て管理される。その製造に使用す

る原水に対する管理検査項目は、

一般雑菌や鉛・カドミウム・ヒ素

など 18 項目で、ミネラルウォー

ター類の原水に水道水以外を使用

して製品となった段階では、混

濁、沈殿物、ヒ素、鉛、カドミウ

ム、スズ、大腸菌群、陽球菌、緑

膿菌などの成分規格基準を満たし

ていなければならず 19、20）、それ

でも水道法が適用される水道水の

50 項目と比較すると大きな差が

ある。図表 9 に各項目の比較を示

すが、水道水の方がはるかに厳し

い品質によって管理されているこ

とが明らかである。

1986 1990 1995 2000 2005
（年）

2,500

2,000

1,500

1,000

500

－

（千 kL）

生
活
量
・
輸
入
量

国内生産量 輸入量

出典：参考文献 12）より引用

出典：参考文献 18）より引用
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図表 9　水道水とボトル水の品質検査項目比較

参考文献 19、20) を基に科学技術動向研究センターにて作成

項目 水道水 ボトル水原水

一般細菌 1m ㍑の検水で形成される集落数が 100 以下 1m ㍑の検水で形成される集落数が 100 以下

大腸菌 検出されないこと。 検出されないこと。

カドミウム及びその化合物 カドミウムの量に関して、0.01mg/ ㍑以下 <=0.01mg/ ㍑

水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/ ㍑以下 <=0.0005mg/ ㍑

セレン及びその化合物 セレンの量に関して、0.01mg/ ㍑以下 <=0.01mg/ ㍑

鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.01mg/ ㍑以下 <=0.05mg/ ㍑

ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01mg/ ㍑以下 <=0.05mg/ ㍑

6 価クロム化合物 6 価クロムの量に関して、0.05mg/ ㍑以下 <=0.05mg/ ㍑

シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01mg/ ㍑以下 <=0.01mg/ ㍑

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/ ㍑以下 <=10mg/ ㍑

フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/ ㍑以下 <=2mg/ ㍑

ホウ素及びその化合物 ホウ素の量に関して、1.0mg/ ㍑以下 ホウ素として 30mg 以下

4 塩化炭素 0.002mg/ ㍑以下 －

1.4 －ジオキサン 0.05mg/ ㍑以下 －

1.1 －ジクロエチレン 0.02mg/ ㍑以下 －

シス－ 1.2 －ジクロロエチレン 0.04mg/ ㍑以下 －

ジクロロメタン 0.02mg/ ㍑以下 －

テトラクロロエチレン 0.01mg/ ㍑以下 －

トリクロロエチレン 0.03mg/ ㍑以下 －

ベンゼン 0.01mg/ ㍑以下 －

クロロ酢酸 0.02mg/ ㍑以下 －

クロロホルム 0.06mg/ ㍑以下 －

ジクロロ酢酸 0.04mg/ ㍑以下 －

ジブロモクロロメタン 0.1mg/ ㍑以下 －

臭素酸 0.01mg/ ㍑以下 －

総トリハロメタン ( クロロホルム、ジブ

ロモクロロメタン、ブロモジクロロメタ

ン及びブロモホルムのそれぞれの濃度

の総和

0.1mg/ ㍑以下 －

－

トリクロロ酢酸 0.2mg/ ㍑以下 －

ブロモジクロロメタン 0.03mg/ ㍑以下 －

ブロモホルム 0.09mg/ ㍑以下 －

ホルムアルデヒド 0.08mg/ ㍑以下 －

亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0mg/ ㍑以下 <=5mg/ ㍑

アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.2mg/ ㍑以下 －

鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.3mg/ ㍑以下 －

銅及びその化合物 銅の量に関して、1.0mg/ ㍑以下 <=1.0mg/ ㍑

ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/ ㍑以下 －

マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.05mg/ ㍑以下 <=2mg/ ㍑

塩化物イオン 200mg/ ㍑以下 －

カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/ ㍑以下 －

蒸発残留物 500mg/ ㍑以下 －

陰イオン界面活性剤 0.2mg/ ㍑以下 －

(4S.4aS.8aR) －オクタヒドロ－ 4.8a － 0.00001mg/ ㍑以下 －

ジメチルナフタレン－ 4a(2H) －オール

（別名ジェオスミン）

1.2.7.7 －テトラメチルビシクロ [2.2.1] 0.00001mg/ ㍑以下 －

ヘプタン－ 2 －オール ( 別名 2 －メチル

イソボルネオール）

非イオン界面活性剤 0.02mg/ ㍑以下 －

フェノール類 フェノールの量に換算して、0.005mg/ ㍑以下 －

有機物（全有機炭素 (TOC) の量） 5mg/ ㍑以下 <=12mg/ ㍑

pH 値 5.8 以上 8.6 以下 －

味 異常でないこと。 －

臭気 異常でないこと。 －

色度 5 度以下 －

濁度 2 度以下 －

バリウム － 1mg 以下

硫化物 － 0.05mg
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４‐１

節水技術

　世界的な環境意識の高まりの中

で、今やあらゆる業界のあらゆる

製品が環境への対応を迫られてい

るなか、一般家庭への節水技術開

発も進んでいる。

　例えば一般的に便器の洗浄は、

水道から直接流れて来る水流、も

しくは貯水タンクからの水流のど

ちらかによって行われる。最近の

技術開発によって、この 2 つの

水流を効果的に組み合わせたこと

で、より少ない水量で便器を洗浄

することが可能になった。海外の

多くのものが約 13 ℓ必要なのに

対し、国内メーカーの製品は、大

洗浄の使用水量は 5.5 ℓ、小洗浄

では 4.5 ℓですむようになった。

これは図表 10 に示すように、水

の流れつまり基礎的な流体力学

を研究した結果である。旧来型

便器に比べ、洗浄水量は半分以

下の約 40％となり、たった 2 日

で浴槽一杯分 (180 ℓ／杯で計算 )

以上の節水効果を発揮し、年間

約 12,000 円の節約が可能となる

試算である。また、これによって

一台あたり年間約 27kg もの CO2

を削減することが可能 注）となり、

地球温暖化防止にも貢献してい

る。一方、温水洗浄便座で洗浄する

際に 1 秒間に 70 回以上も強弱を

つけて吐水することで水量を減ら

し、使用水量を従来の約半分で済ま

す技術も開発されている 21）。

４‐２

中水利用による水循環

　中水利用とは、雨水や排水を処

理して雑用水に利用するシステム

で、個別循環型、地区循環型、広域

循環型中水利用システムがある。

処理方式としては、生物分解、膜

ろ過、それぞれを組み合わせたも

のなどがある。中水の用途は、その

水質からトイレ洗浄水、散水用水、

冷却塔補給水、消火用水、洗車用水

などである。この中水システムを

導入することによって節水効果が

期待でき、さらに水不足対策、下水

道負担の軽減や料金の節約などの

効果もある 22）。

４‐３

水の熱利用技術

　近年、ヒートポンプ等の熱利用

機器の普及によって、低温熱源で

ある河川水等の大量に存在する水

からの熱エネルギー利用が可能と

なり、図表 11 に一例を示すよう

に、地中熱同様に利用され始めて

いる。例えば、温排水や冷水ある

いは温泉水を、直接あるいはヒー

トパイプ等を用いて冷暖房や融雪

などに用いられている。また、地

下水や下水処理水なども熱源とし

て、低温度から高温度へヒートポ

ンプを用いて、地域の冷暖房や給

湯等に利用されている。大量の水

温は、外気温に比べて冬は高く夏

は低く、年間を通して温度が比較

的安定しているため、効率的な熱

利用を行うことが可能である。例

えば、図表 12 に示すように、東京

都都心では、空気を熱源とした場

合に比べ約 20％の省エネルギー

を見込むことができる。また、暖

房用循環水に界面活性剤を注入す

ることによって、ポンプ動力のエ

ネルギーを 65% 低減できた例も

ある。このシステムを日本全体の

図表 10　洗浄方式　( 旧型と新型 )

注　河川の水を浄化したり下水
を処理するとき、1m3あたり

0.59kgのCO2を排出してい

ることからこの数字を試算

している。

従来品 新タイプ

水の流れ ( 上図 ) 水の流れ (側面図 )

高い水位設定で
水の勢いUP

上部から
100％洗浄

出典：参考文献 21）より引用
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ることは、クリーンな未利用熱源

の活用であり、地球温暖化防止に

も効果がある。しかし利用に際し

ては、水源別の熱エネルギー賦存

量や経済性等の検討を進めるとも

に、放流あるいは地下に戻される

温冷水の環境に与える影響、また

地下水利用に伴う地盤沈下等の障

害等に配慮し、適切な利用を行う

ことが重要である。実際、かつて

大都市地域において地盤沈下が深

刻であったことから、地下水採取

規制等によって地下水位の低下を

防ぐ策が採られた。現在は地下水

位が回復して水位が上昇したが、

かえって地下構造物や地下水環境

への新たな悪影響・弊害を引き起

こしているケースも見られる 24）。

ビル、ホテル、病院などにおいて

水搬送用として使用される総エネ

ルギー消費量 126 億 kWh/ 年と

して計算すると、この技術の導入

によって、年間 45.5 万 t の CO2

が削減できる。今回のような技術

を多くの建物に適用することに

よって、一層の省エネルギー効果

が期待できる 23）。

　水を熱エネルギーとして利用す

図表 11　ヒートポンプを用いた水の熱利用事例

図表 12　水温と外気温との比較

名　　　　称 水　　源 利用施設，用途等 使用水量（m3 ／日）

 東京都中野処理場 下水処理水 管理棟（5,600m2）の冷暖房 約     3,000      

 東京都湯島ポンプ場 未処理下水 事務棟（490m2）の冷暖房 約     2,000

 東京都有明処理場 下水処理水 管理棟（4,419m2）の冷暖房 約     1,500

 山形県最上町役場 地　下　水 役場等 5 施設（10,604m2）の暖房，給湯 約     2,300

 東京都箱崎地区 河　川　水 業務用地等（22.7ha）の地域冷暖房，給湯 約   34,700

 東京都後楽一丁目地区 未処理下水 業務用地等（21.6ha）の地域冷暖房 約 130,000
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出典：参考文献 23）より引用

出典：参考文献 23）より引用

5  今後特に進めるべき点 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

５‐１

日本の技術の

世界への普及促進

　世界における一人当たりの水資

源量は、図表 13 に示すように、国

によって大きな差がある。我が国

は最大のカナダと比較すると、わ

ずか 4% 弱である 25）。世界では人

口増加に伴い、食料の確保が必要

であり、今後ますます生活用水の

増加が見込まれる。特に中国では、

工業用水の増加のみならず、北京

オリンピックをひかえて特に水質

の問題が大きくなってきている。

このような問題への対処として、

我が国が持つ高度水処理技術や、
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図表 13　各国の年間一人当たりの水資源量
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一般家庭に適用されている節水技

術、中水利用システムの普及など

を世界に広めて行くことが望まし

い。

　沖縄では、自然環境から水源に

恵まれずに多目的ダム開発を中心

に、多くの水源開発が進められ、

毎年のように水不足が生じ給水制

限が実施されていたが、1996 年

度以降はこの間の水源開発の成果

や海水淡水化施設の完成で、給水

制限のない安定した状況が続いて

いる。また、海水淡水化施設にお

ける廃棄逆浸透膜や硬度低減化に

より生成した副生成物や、高度浄

水処理で使用した粒状活性炭等の

有効活用、小水力発電施設の導入な

どにより環境負荷の低減をすすめ

ている。こうした取り組みは、水資

源の少ない地域への参考となる 26）。

５‐２

水のリサイクル率の向上

　例えば、雨水を再利用する、浴

槽の水を再利用するなど、普段の

生活においても現在より水のリサ

イクル率を向上させることは可能

である。現在、多くの古い建物の

建て替えが進んでおり、高層ビル

などでは中水利用システムの導入

が進んでいる。4 章に示したよう

にこの技術は多くの建物に適用可

能なことから、今後さらに一般家

庭へも普及させ、水のリサイクル

率向上の実現が望まれる。

５‐３

一般への啓蒙活動

　水道水に対する国民の意識を改

善する必要がある。例えば、東京

都では高度処理された水道水をボ

トルにいれて「東京水」というブラ

ンドで販売している（表紙カラー図

参照）27）。以前から、非常時用の

備蓄水として水道局がボトル水を

製造していたが、最近は水質の

PR や、より高度な浄水処理を導

入した水の PR などの目的で、水

道局製造のボトル水が販売されて

いる。このような活動が、安心の

みを求めてボトル水を購入してい

る人の認識を変えることに貢献し、

水道水は安心であるという認識を

普及させることが望まれる。

　地球温暖化に起因する気候変動

等によって、降水量の変動が増大、

水需給バランスへ与える影響が顕

在化している。2007 年に公表さ

れた IPCC ( 気候変動に関する政

府間パネル ) の第４次評価報告書

によると、21 世紀末の世界平均

地上気温は最大で 6.4℃上昇し、

今世紀半ばまでに年間平均河川流

量と水の利用可能量は，中緯度の

地域等において 10 ～ 30% 減少

すると予測されている 25）。この

ような問題に対処するためにも、

水問題は単なる水需給のみなら

ず、他の多くの環境問題にもつな

がっているということを認識し、

特に水道水に関するイメージを改

善していく必要があるだろう。
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アジアにおける防災衛星システムの

構築と国際協力の推進

清水　貴史
推進分野ユニット

　我が国は地震による災害が多

く、首都直下型地震や海溝型地震

である東海地震、東南海・南海地

震、日本海溝・千島海溝周辺海溝

型地震による大規模災害の発生が

懸念されている。内閣府が取りま

とめ、2007 年 6 月 1 日に閣議決

定された平成19年版防災白書 1)

によると、さらに、従来、切迫性

が指摘されていなかった地域でも

地震が発生している。阪神・淡路

大震災以来、平成 16 年新潟県中

越地震、福岡県西方沖地震、平

成 19 年能登半島地震等が発生し、

さらに 2007 年 7 月 16 日には平

成 19 年新潟県中越沖地震が発生

した。この地震は、海底活断層が

原因と推定されており、この様な

断層は日本近海に多数あるが、海

底のため十分な調査が行われてい

ないとも言われている 2)。

　我が国では台風による豪雨･暴

風雨災害も多く、近年は、地球温

暖化による影響のためか、集中

豪雨による被害も頻発している。

2007 年 6 月 11 日 か ら 7 月 17

日にかけての梅雨前線、台風 4 号

による豪雨･暴風雨災害では、熊

本県、宮崎県、鹿児島県等に大き

な被害が発生し、政府は 2007 年

8 月 7 日、平成 19 年新潟県中越

沖地震とともに、台風 4 号による

豪雨･暴風雨災害を激甚災害に指

定した 3)。少子高齢化、地方の過

疎化が進展しているため、災害に

対する脆弱性が増していることも

あり、以前にも増して防災・減災

に向けた取り組みが重要である。

　我が国以外のアジア地域につい

ても、インドネシア・スマトラ島

沖大規模地震およびインド洋津波
4) が 記 憶 に 新 し い。2004 年 12

月 26 日、スマトラ島沖を震源と

し、マグニチュード 9.0 の地震が

発生し、さらにこの地震により大

津波が発生し、インドネシア、イ

ンド、タイ等に大規模災害を及ぼ

した。アジア地域は、津波に加え

地震、台風、洪水等により多くの

被害を受けている。

　我が国は地球観測衛星の防災利

用に係る研究開発を推進してお

り、我が国のためのみならず、こ

の分野において、自然災害により

多くの被害を受けているアジア諸

国との国際協力を推進し、友好関

係を維持･強化することは、我が

国の国益にも資する。

　アジア地域で、大型ロケット･

衛星の開発および自国領域内から

の打上げを行える国は、現状、我

が国、インドおよび中国である。

韓国が、衛星開発能力の獲得に続

き、自国領域内からのロケット打

上げ能力の保有に向け活動してお

り、他の諸国では、欧米等との協

力により、政府が、小型地球観測

衛星を開発している段階である。

我が国の宇宙技術を外交ツールと

して活用できる可能性は大きく、

また積極的に活用すべきである。

1  はじめに 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

2  科学技術基本計画における位置付けと検討会報告書 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

２‐１

科学技術基本計画における

位置付け

　第 3 期科学技術基本計画 (2006

～ 2010 年度 ) に基づき総合科学

技術会議が取りまとめた分野別推

進戦略 5) では、社会基盤分野の防

災において、｢ 災害監視衛星利用

技術 ｣ を含む ｢ 減災を目指した国

土の監視・管理技術 ｣ が、集中投

資を行う戦略重点科学技術の一つ

として位置付けられている。

　｢ 災害監視衛星利用技術 ｣ は、

衛星による災害監視・情報利用技

術および準天頂高精度測位実験を

技術の範囲とし、選定理由として、

「大規模自然災害に対し広域性、

同報性、耐災害性を有する衛星に

よる自律的な災害監視や危機管理
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図表 1　次期地球観測衛星システムの基本方針

3  アジア地域における自然災害 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

献すると期待できる。また、同一

地域を定期的に観測できるため、

土地利用状況の変化に対応した地

形情報を抽出し、災害リスクの識

別に利用できると考えられる。

２‐２

検討会報告書

　内閣府および文部科学省は、

2006 年 2 月、「防災のための地

球観測衛星等の利用に関する検討

会」を立ち上げ、防災関連の府省

庁・機関・有識者等を交えて検討

を 行 い、2006 年 9 月、｢ 防 災 の

ための地球観測衛星システム等の

構築および運用の進め方 ｣ を発表

した 7)。防災関連府省庁等から提

示された地震、火山、風水害、海

上・沿岸災害等の分野における利

用ニーズが取りまとめられた結

果、次期地球観測衛星システムに

対する基本方針が図表 1 のとお

り設定された。

　地球観測衛星に搭載される観測

機器の代表例としては、光学セン

サと合成開口レーダ等のマイクロ

波センサが挙げられる。光学セン

サは、地表面等で反射される可視

光、赤外線等をある観測波長帯で

受光し、地表面等を観測するもの

で、メートルオーダー程度または

それ以上の高分解能での観測が可

能なものもあるが、反射光を観測

するため、日中の観測に限定され、

また雲による影響を受ける。一つ

の観測波長帯のみ有するものをパ

ンクロマチック光学センサ、また

複数の観測波長帯を有するものを

マルチスペクトル光学センサと呼

ぶ。マイクロ波センサは、昼夜、

天候に左右されずに観測を行うこ

とができ、合成開口レーダの場合、

電波を地表面等に放射し、反射波

を受信して地表面等を観測する、

また地表等から放射されるマイク

ロ波を受動的に受信するセンサも

ある。

　この報告書では、現状、防災関

係府省庁および地方公共団体は、

航空機、地上機器等から得られる

観測データ等の情報を用いて、大

規模自然災害に対応しているが、

地球観測衛星では数十 km 程度の

広範囲にわたる被害状況の把握、

夜間・悪天候時の観測が可能とな

るため、救助活動・救援活動の実

効性が高まり、災害監視分野にお

いて地球観測衛星の活躍が期待で

きるとの考えが示されている。

出典：文部科学省　参考文献 7）

　1990 年から 2006 年の間に発

生した自然災害の発生件数およ

び人的被害を図表 2 に示す。こ

れは、ベルギーのルーベン大学に

設置されている ｢ 災害による疫学

研 究 所 ｣（Centre for Research 

on Epidemiology of Disasters: 

CRED）が 運 営 し て い る 緊 急 災

害 デ ー タ ベ ー ス（Emergency 

Disaster Database: EM-DAT）8)

を使用して作成したものである。

自然災害としては、地震、洪水、

地滑り・雪崩、火山噴火、台風・

暴風、津波・高潮を考慮した。

センサ

　高分解能パンクロマチック光学センサ（目標分解能 1m 程度）

　マルチスペクトル光学センサ（冠水域、油流出、植生、土地被覆等の判読）

　合成開口レーダ（夜間・悪天候時の観測への対応）

観測幅

　目標観測幅 50km 以上（地震では 40 ～ 70km、風水害では 30 ～ 50km 程度の観測

幅が必要。高分解能パンクロマチック光学センサによる広域観測の実現が重点目

標。）

観測頻度
　災害発生直後概ね 3 時間以内の観測（光学センサおよび合成開口レーダを別々の

衛星に搭載、各衛星 2 機ずつの 4 機体制によるシステム構成を検討。）

情報の利用は、減災対策において

非常に有効な手段の一つであるこ

と」が挙げられている。成果目標

としては、｢2015 年度までに衛星

観測監視システムを構築し、防災・

減災に役立つ観測データを継続的

に提供することにより、国民の安

全・安心の確保に貢献する ｣ こと

が掲げられている。

　なお、2007 年 6 月 19 日に閣

議決定された ｢ 経済財政改革の基

本方針 2007｣ 6) においても、｢ 衛

星を活用した測位・監視やインテ

リジェンス機能の強化、災害情報

共有システム等の治安・防災等に

資する科学技術の研究開発・利活

用を図る ｣ との方針が示されてい

る。

　準天頂衛星は、米国の全球測位

システム (GPS) を補完・補強し、

正確な位置・時刻情報を提供でき

るため、災害応急対応活動等に

とって今後有効なツールになると

考えられる。地球観測衛星は、災

害による影響を受けることなく被

災地の状況を広範囲にわたり迅速

に観測できるため、航空機、ヘリ

等から得られる情報と組み合わせ

ることで、被災状況の把握に役立

ち、救助活動の効果的な実施に貢
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図表 2　世界の自然災害 (1990 ～ 2006 年：地域別 )

　東アジア、東南アジアおよび南

アジアにおける自然災害の発生件

数は、世界全体の約 38％である

が、死者数では約 84％、負傷者

数では約 92％、被災者数では約

96％となっており、これら地域

が自然災害により大きな被害を受

けていることが分かる。

　1990 年から 2006 年の間に発

生した地震、洪水、台風・暴風等

の災害種類別の被害状況を図表 3

に示す。地震、洪水および台風・

暴風による被害の占める割合の大

きいことが分かる。その他の災害

による死者数が大きいが、その大

部分は 2004 年に発生したインド

洋津波によるものである。津波は

発生頻度が低いものの、いったん

発生すると多大な被害を及ぼすと

言える。

　自然災害は、その発生を防止す

ることができないため、災害発生

時の迅速な人命救助や被害の軽減

措置が重要である。地球観測デー

タは、地震、洪水、台風・暴風等

による被害状況の把握や災害リス

クの識別に利用できる。アジアで

は、多島国であることや道路網・

通信網の整備状況等のため、被害

状況の把握が困難な場合もあり、

地球観測衛星は有効な被害状況把

握手段となる。また、地図の整備

が十分ではない地域では、地球観

測データによる洪水ハザードマッ

プの作成・利用も考えられる。

図表 3　世界の自然災害 (1990 ～ 2006 年：災害種類別 )

Source: "EM-DAT : The OFDA/CRED International Disaster Database
www.em-dat.net - Université Catholique de Louvain - Brussels - Belgium"

Source: "EM-DAT : The OFDA/CRED International Disaster Database
www.em-dat.net - Université Catholique de Louvain - Brussels - Belgium"
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4  防災衛星システムの構築に向けた内外の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

　我が国では、陸域観測技術衛星

｢ だいち ｣ を用いた防災利用実証

実験が行われており、また超高速

インターネット衛星 ｢ きずな ｣ の

防災への応用も検討されている。

欧州でも、緊急対応における地球

観測衛星の利用の実用化が計画さ

れており、我が国のみならず、欧

州においても防災のための地球観

測衛星の利用が推進されている。

４‐１

我が国の動向

(１）｢ だいち ｣ による防災利用

実証実験
　宇宙航空研究開発機構 (JAXA)

の陸域観測技術衛星 ｢ だいち ｣ は、

2 万 5000 分の 1 の地図の作成、

資源の探査等のほか、災害によ

る被害状況の把握を目的として、

2006 年 1 月 24 日に打ち上げら

れ、初期機能確認・初期校正検証

が完了した後、2006 年 10 月 24

日から定常運用に移行している。

搭載されているセンサは、光学セ

ンサのパンクロマチック立体視セ

ンサおよび高性能可視近赤外放射

計 2 型、ならびにマイクロ波セン

サのフェーズドアレイ方式 L バ

ンド合成開口レーダである。これ

らセンサの概要は図表 4 ～ 6 を

参照のこと。

　第 2-2 項で述べた検討会は、防

災のための次期地球観測衛星シス

テムの開発・運用に向け、防災関

連業務における地球観測衛星利用

の実効性向上の検証等を行うこと

を目的に、「だいち」による防災利

用実証実験計画をとりまとめ 7)、

テーマ毎に作業グループが設立さ

れることになった（図表 7）。

　風水害による被害の把握に関す

る実証実験や地方公共団体の多様

な防災活動における衛星地形図の

利用実証実験等も検討を進めるこ

とになっており、岐阜県および財

団法人岐阜県建設研究センターの

ほか、高知県四万十市、新潟県三

条市および新潟県見附市が ｢ だい

ち ｣ による防災利用実証実験を行

うため、JAXA と覚書を締結して

いる。

　国土地理院が提供している 2 万

5000 分の 1 地形図は、統一した

規格で全国をカバーしている最も

詳細な国の基本図であり、航空写

真を利用して作成・更新されてい

るが、コスト・時間等の制約のた

め、現状では、更新周期が都市部

では 3 年程度、また山間部では

10 年程度である 9)。

　一方、｢ だいち ｣ のパンクロマ

チック立体視センサおよび高性能

可視近赤外放射計 2 型の観測デー

タと国土地理院が発行する数値地

図 25000 とを重ね合わせること

で、｢ 衛星地形図 ｣ と呼ばれる地形

図情報を作成することができる 10)。

｢ だいち ｣ は、定期的に同一地域

を観測できるため、この衛星地形

図により土地利用状況の変化に対

応した地形図情報を提供すること

が可能となるので、図表 7 のテー

マ ｢ 衛星地形図の作成および防災

利用 ｣ において衛星地形図の防災

分野への活用が検討されている。

また、国土地理院の電子国土を活

用した衛星地形図の作成も検討さ

れており、さまざまな縮尺の衛星

図表 4　パンクロマチック立体視センサ

出典：JAXA

図表 5　高性能可視近赤外放射計 2 型

出典：JAXA

PRISM

70km

70km/35km

JAXA

AVNIR-2

 44
760km

観測幅70 km観測幅70 km
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図表 6　フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口レーダ

出典：JAXA

図表 7　「だいち」による防災利用実証実験

 : 9.9 50.8
(  : 34.3 )

#1

#18

#1

#5
350 km

:20.1  36.5

: 8 60
18 43

1  ( #1 #18) 

70 km 

2

3.

No. テーマ 実施内容

1
衛星地形図の作成お
よび防災利用

「だいち」の観測データと地図情報を融合した衛星地形図の作
成および災害の予防、被災時の状況把握等における衛星地形図
の利用実証

2
火山活動の評価およ
び噴火活動の把握

「だいち」の観測データによる火山活動の監視・異常検出手法
に関する検討および火山活動評価における利用実証

3
地殻・地盤変動およ
び被害把握

「だいち」の観測データによる地殻・地盤変動の検出における
利用実証

4
RASにおける「だいち」
データ利用

大規模地震等による被災状況の把握を目的として開発された
「人口衛星等を活用した被害早期把握システム（RAS）」におけ
る「だいち」の観測データの利用実証

5
海上・沿岸災害状況
把握

「だいち」の観測データによる重油流出等の災害状況の把握に
おける利用実証

6
土砂災害の予兆およ
び被害把握

土砂災害危険箇所を対象とした地すべりの予兆把握および土砂
崩れ全般の被害把握のための技術実証

出典：文部科学省　参考文献 7）

衛星地上軌跡衛星地上軌跡

90km90km

観測可能域870km観測可能域870km

地形図がインターネット経由で利

用できるようになる 11)。

　地方公共団体の対応能力を超え

る大規模災害が発生した場合、地

元の消防、警察のみでは対応でき

ないため、警察庁、消防庁、海上保

安庁、さらには自衛隊が災害派遣さ

れ、広域的な応援が実施される 12)。

これら外部からの支援者は、地元

の地理に詳しくないため、救助・

救急活動、救援物資の輸送等の迅

速な実施のためには、土地利用状

況の変化に対応した衛星地形図が

重要な役割を果たす。衛星地形図

と航空機、ヘリ、現場作業者等に

より取得された現場観測データと

が統合され、最新の地形図情報が

提供されれば、効率的な災害応急

対応活動の実施に貢献することが

できる。

　｢ だいち ｣ のパンクロマチック

立体視センサやフェーズドアレイ

方式 L バンド合成開口レーダの

データを使用すると ｢ 数値標高モ

デル ｣ と呼ばれる立体地形図を作

成することができ、洪水、津波、

台風の際の浸水予想を行うことが

できるため、ハザードマップの作

成に活用することが考えられる
13)。アジア地域は、洪水、津波、
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図表 8　｢ きずな (WINDS)｣ の災害応急対応活動利用

出典：JAXA

台風による被害を多く受けてお

り、この様なハザードマップを作

成・利用することができれば、こ

の地域での防災対策に有益である

と考えられる。

(２）超高速インターネット衛星
　地方公共団体の地理情報システ

ムには、道路・鉄道、避難場所、

医療施設、高齢者等の要援護者の

住所、電気・ガス・水道・電話等

のライフラインと言った地方公共

団体固有の情報が取り込まれてい

る。災害応急対応に当たる国の関

係者が、現場でインターネットを

介して、地方公共団体の地理情報

システムへのアクセスおよび利用

を行うことができれば、必要な情

報を必要な時に入手できるため、

災害応急対応活動の効率化につな

がると考えられる。被災地の情報

通信網が被害を受けている場合、

この様なアクセスおよび利用はで

きなくなるが、2007 年度冬期に

打ち上げられる予定の超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ により

インターネット網を構築すること

で、将来的には、この問題に対

処することができるようになる。

｢ きずな ｣ は、直径 45cm の地上

局アンテナで送信速度約 1.5 ～

6Mbps、 受 信 速 度 約 155Mbps、

また直径 5m 級の地上局アンテナ

で送受信速度約 1.2Gbps の超高

速データ伝送を実現する 14)。

　｢ きずな ｣ は、9 本のビーム ( 北

海道東、北海道西 、東北 、関東 

、中部 、近畿 、中四国、九州、

沖縄 ) でほぼ日本全土をカバーし

ており、同一ビーム内での双方向

インターネット通信、例えば地方

公共団体の地理情報システムと被

災現場の端末との間の双方向通信

や異なるビーム間での双方向イン

ターネット通信、例えば被災現場

の端末と中央の災害対策本部等の

端末との間の双方向通信が可能と

なる。また、電子メール、デジカメ

画像等のデジタル情報の交換が迅

速に行えるようになる ( 図表 8 )。

４‐２

欧州の動向

　欧州連合 (EU) は、欧州宇宙機

関 (ESA) と協力して、EU 加盟国

の政府および地方公共団体の防災

業務等の遂行を支援するために、

地球観測データの収集・配布を

行うシステムを構築しつつある。

このシステムは、GMES(Global 

Monitoring for Environment 

and Security) と呼ばれ、当面は、

陸域観測、海洋観測および緊急

対応の 3 つの中核業務を 2008 年

頃までに開始する予定である 15)。

GMES は、全球地球観測システ

ム (GEOSS) に対する欧州の貢献

としても位置付けられており、ア

ジア、アフリカ等の発展途上国へ

の人道支援も対象としている。

　欧州委員会は、利用者要求の

取りまとめ、運営体制の構築を

担当し、ESA は、センチネルと

呼ばれるシリーズ衛星およびその

運用施設を開発する。広範なデー

タ要求に応えるため、欧州各国政

府や民間の地球観測衛星のデータ

も利用されることになっている。

EU の第７次フレームワーク計画

(FP7：2007 ～ 2013 年 ) で は、

宇宙分野に約 14.3 億ユーロの資

金が拠出され、その内約 85％の

12 億ユーロが GMES に充当され

る。この資金の内、約 7.8 億ユー

ロがセンチネル衛星の開発等のた

めに ESA に提供される 16)。また、

ESA の枠組みでは、2007 年 9 月、

センチネル衛星開発の次フェーズ

への移行が承認され、約 5 億ユー

ロが ESA 加盟国から ESA に提

供されることになった 17)。

　センチネル１シリーズは、C バ

ンド合成開口レーダを搭載し、陸

域観測、海洋観測および緊急対応

のために使用される 18 ～ 20)。セン

チネル 2 シリーズは、マルチス

ペクトル光学センサを搭載し、陸

域観測および緊急対応のために使

用される。センチネル 1 および 2

シリーズの初号機は各々、2011

年および 2012 年頃に打ち上げら

れる予定である。
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図表 9　GMES の緊急対応業務

出典：参考文献 15）

5  アジアにおける国際協力の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

　｢ だいち ｣ の観測データは、被

害状況把握のため、｢ センチネル・

アジア ( アジアの監視員 )｣ と言う

枠組みで、アジア地域諸国にも提

供されている。欧州宇宙機関等が

主導する ｢ 国際災害チャーター ｣

の枠組みでも観測データが提供さ

れている。さらに、国連加盟国に

対し、防災のための宇宙技術の利

用機会を提供するとともに、人材

育成を行うことを目的として、国

連のプロジェクトが立ち上げられ

ており、さまざまな枠組みで宇宙

技術の防災への利用が推進されつ

つある。

５‐１

国際災害チャーター

　科学技術動向 2006 年 7 月号ト

ピックス 21) で紹介されたが、国

際災害チャーターは、地球観測衛

星を災害による被害状況の把握に

活用するため、欧州宇宙機関、フ

ランス国立宇宙センターおよびカ

ナダ宇宙庁が、2000 年 10 月に設

立した 22)。地球観測衛星を運用す

る宇宙機関が参加機関となる資格

があり、我が国は、｢ だいち ｣ を

運用する JAXA が参加機関となっ

ている。

　参加機関間での資金の授受は無

く、参加機関が、ボランティアベー

スで観測データを提供する。イン

ド宇宙研究機関、米国海洋大気

庁、アルゼンチン国家宇宙活動委

員会、米国地質調査所、英国国立

宇宙センターおよび中国国家航天

局も参加しており、参加機関は計

10 機関である。

　参加機関が所属する国の政府

の防災担当機関等が、国際災害

チャーターに対しデータ取得を要

請できる指定ユーザとなる。我が

国は、内閣府が指定ユーザとなっ

ている 23)。参加機関以外の国に

発生した災害については、国連等

がデータ取得を要請する場合があ

り、実際、アジア地域で発生した

自然災害に対し国際災害チャー

ターを発動した事例もある。

　国際災害チャーターでは、地球

観測データのほか、被災地の地球

観測データをベースにして、被災

地の被害状況を地図上に表した情

報（以下、｢ 被害地図 ｣）も提供し

ている。地球観測データを直接提

供する場合に比べ、被害地図作成

のために追加の処理時間を要する

が、被害状況の把握のためには有

益な情報であると考えられる。

５‐２

センチネル・アジア

　センチネル・アジアは、JAXA

が、2005 年 10 月に開催された

第 12 回アジア太平洋地域宇宙機

関 会 議 (APRSAF) 注 ）に お い て、

アジアにおける衛星による防災シ

ステムの構築を提案し、第 1 ス

テップとして参加機関が運用する

地球観測衛星の観測画像をイン

ターネット経由で提供するシステ

ムを提案した 24) ところ、多くの

機関から賛同が得られ、共同プロ

ジェクトとして発足した。なお、

我が国は、従来、アジア地域にお

けるリモートセンシング技術者の

育成に貢献してきており、センチ

ネル･アジアでは、防災関連の人

材育成を行っている。

　2006 年 10 月から運用を開始

しており、｢ だいち ｣ の画像デー

タおよび関連する地理情報がイ

ンターネット経由で提供されて

いる。2007 年 9 月の時点でアジ

ア・オセアニア地域の 20 カ国 51

機関および 8 国際機関が、この

プロジェクトに参加しており 25)、

アジア・オセアニア諸国の関心

は高いと言える ( 図表 10 )。な

地球観測衛星
運用機関

現場観測
ネットワーク

（降雨、地震等）

　他の GMES 業務

　・海洋
　・大気
　・陸域
　・安全保障等

緊急対応業務

　プロダクト

　・災害発生前の　
地図情報

　・災害発生後の　
地図情報

利用者からの
データ要求

　緊急対応業務では、地震・洪水

等の災害が発生した際、被害状況

の把握、救助活動の支援等のため、

地球観測データおよび現場観測

データを統合した地図情報が提供

される。災害発生前の地図情報は、

災害リスクの識別等のために使用

され、衛星観測データの取得時等

に更新される。災害発生時には、

被災後に得られた地球観測データ

および現場観測データを統合した

地図情報が毎日提供され、被害状

況の把握、救助活動等に利用され

る ( 図表 9 )。
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■ 用 語 説 明 ■

Sentinel AsiaSentinel Asia

APRSAF1)

Web-GIS

Digital Asia

/ Web-GIS

ADRC6)
25

UN/ESCAP2) UN/OOSA3)

ASEAN4) AIT5)

JPT
20 51 8

2007 9

1)

6)

2)

3)

4)

5)

1）アジア太平洋地域宇宙機関会議
2）国連アジア太平洋経済社会委員会
3）国連宇宙局
4）東南アジア諸国連合事務局
5）アジア工科大学院大学

6）アジア防災センター

注　アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）：アジア太平洋地域における宇宙利用の促進を目的として、この地
域の宇宙機関や宇宙利用ニーズを有する行政機関・国際機関の参加の下、各国の宇宙活動や将来計画に関する情報交換、

ならびに具体的な協力活動の構築に向けた議論を行う国際会議である。1992年のアジア太平洋国際宇宙年会議（APIC）

での閉会宣言における日本からの開催提案を契機に、1993年より、ほぼ毎年開催されている。第13回会合は、文部科学省、

JAXA、インドネシア研究技術省（RISTEK）およびインドネシア国立航空宇宙研究所（LAPAN）の共催の下、2006年12月、イ

ンドネシアのジャカルタで開催された。第14回会合は、インド宇宙研究機関(ISRO)との共催の下、2007年11月にインドで

開催された。

図表 10　センチネル・アジアの枠組み

出典：JAXA

赤外放射 2 型では、雲による影

響を考慮しない場合、3 日以内で

の実施が、またオフナディア角が

可変で、雲による影響を受けない

フェーズドアレイ方式 L バンド

合成開口レーダでは、5 日以内の

実施が可能である。衛星 1 機のみ

では限界があり、災害発生後短時

間での被災地の観測を常時実現す

るためには、複数衛星による観測

体制の構築が必要になる。

　アジアでは、ブロードバンドが

普及していない地域もあり、その

様な地域では、大容量画像データ

の迅速なダウンロードが困難なた

め、解像度を下げた画像データの

提供も行われている。超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ は、日本

以外のアジア地域にも超高速イン

ターネット機能を提供できる 14)。

センチネル･アジアの第 2 ステッ

プでは、｢ きずな ｣ が利用に供さ

れるため、この様な地域における

大容量データ伝送の問題を解消す

ることができるようになる。

　｢ き ず な ｣ は、10 本 の ビ ー ム

がアジアの主要都市 ( ソウル、北

京、上海、香港、マニラ、バンコ

ク、バンガロア、クアラルンプー

ル、シンガポール、ジャカルタ )

をカバーしており、我が国との間

で高速インターネット通信を可能

とする。降雨による影響を考慮し、

これら主要都市に直径 1.2 ｍ級の

地上局アンテナを設置・使用した

場合、最大約 155Mbps の伝送速

度で災害情報の提供が可能になる

(図表 12)。

　現状では、迅速な災害情報の

提供のため、被災地の画像デー

お、センチネル・アジアに関する

情報提供等のために HP が開設さ

れている (http://dmss.tksc.jaxa.

jp/sentinel/)。

　アジア防災センターが、加盟国

および共同プロジェクト参加機関

からの緊急観測要求の受付窓口と

なり、JAXA に緊急観測の実施を

要求する。JAXA は緊急災害観測

を実施して画像データをセンチネ

ル・アジアのサーバ（http://arrs.

adrc.or.jp/adrc/MyMap/adrc/

index.jsp）に登録する。アジア防

災センター加盟国および共同プロ

ジェクト参加機関はインターネッ

ト経由でこのサーバから画像デー

タ等の災害情報を入手する ( 図表 

11 )。なお、「だいち」のみによる

被災地の緊急観測は、ポインティ

ング機能を有する高性能可視近
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図表 11　｢ だいち ｣ 緊急災害観測・災害情報の流れ

図表 12　｢ きずな (WINDS)｣ のセンチネル・アジアへの利用

出典：JAXA

出典：JAXA

ALOS

ALOS

ALOS

WINDS

155Mbps 

５‐３

中国および国連の動向

　中国は、地震 ･ 洪水・台風等

の自然災害により多くの被害を

受 け て お り、2006 年 10 月 に

発表した宇宙白書 28、29) におい

て、地球観測衛星を防災にも活

用 す る こ と と し て い る。2007

年 に は 国 際 災 害 チ ャ ー タ ー に

参 加 し、 さ ら に、 オ ー ス ト リ

ア、ドイツおよびインドととも

に国連に働きかけた結果、地球

観測衛星、気象衛星、航行測位

衛星等の宇宙技術を防災に活用

す る た め、UN SPIDER(United 

Nations Platform for Space-

based Information for Disaster 

Management and Emergency 

Response) と言うプロジェクトを

立ち上げることが、2006 年 12 月、

国連総会において決定された 30)。

アルジェリア、アルゼンチン、イ

タリア、モロッコ、ナイジェリア、

ルーマニア、ロシア、スイスおよ

びトルコが、このプロジェクトに

対し支援を表明している。

タが提供されているが、国際災害

チャーターで提供されている被害

地図は、被害状況の把握に有効な

手段であると考えられる。この様

な情報もセンチネル・アジアで提

供できれば、さらにアジア地域の防

災活動に貢献すると考えられる。

　アジアでは、森林火災や洪水に

よる被害も多い。森林火災監視の

ため米国航空宇宙局 (NASA) の

MODIS のデータが利用され、森

林火災発生場所と推定されるホッ

トスポットの情報が提供されてい

る。我が国が開発した降雨レーダ

を搭載する NASA の熱帯降雨観

測衛星からの観測データが提供さ

れ、豪雨、洪水等の予測に貢献し

ている。アジアでは台風による被

害も多いため、我が国気象庁の

｢ ひまわり ｣ のデータも提供され

ている。

　インド、タイ等の観測衛星の

データも提供される予定である。

インドは宇宙開発分野で大きく進

展しており、2007 年 1 月には、

分解能 1m のパンクロマチック光

学センサを搭載した地球観測衛星

を打ち上げている。タイは、欧州

からの技術支援を受けて小型地球

観測衛星を開発している。センチ

ネル・アジアの発展・強化のため、

我が国以外の参加国の地球観測衛

星のデータが提供される意義は大

きい。

　小型衛星の利点の一つは、開発

費が相対的に安価なことであり、

今後は地球観測への利用が期待さ

れており 26)、アジア諸国の関心

は高い。なお、センチネル・アジ

アとは直接関係無いが、タイ以外

の小型衛星の事例としては、英国

サリー・サテライト・テクノロジー

社が、災害による被害状況の把握

のために重量約 70 ～ 130kg の

小型衛星を製作し、アルジェリア、

トルコ、中国、ナイジェリア等に

提供している 27)。
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　我が国が地球観測衛星の防災へ

の応用においてアジア諸国との国

際協力を推進し、アジア諸国との

友好関係を維持・強化することは、

我が国の国益にも資する。アジア

における防災衛星システムとなり

つつあるセンチネル・アジアにお

いて、我が国の宇宙技術を活用し、

アジアにおける宇宙外交を推進す

るための提言を以下にまとめる。

(１）宇宙分野における科学技術

外交戦略の立案・推進
　 欧 州 主 導 の 国 際 災 害 チ ャ ー

ター、国連主導の UN SPIDER、

アジア太平洋地域宇宙機関会議

(APRSAF) 主導のセンチネル･ア

ジアとさまざまな枠組みで、宇宙

技術の防災への利用が推進されて

いる。

　我が国では、2007 年 6 月 7 日

開催の総合科学技術会議におい

て、科学技術外交の推進に関する

ワーキンググループが設置され、

環境問題が議論されている 31)。

　宇宙分野についても、国として

総合的な見地から我が国の科学技

術外交戦略を立案・推進すること

が望まれる。

(２）国際災害チャーターと

　 センチネル・アジアとの

　 間の連携関係の構築
　国際災害チャーターは、災害に

よる被害状況の把握のため、地球

観測衛星を運用する国々の間で観

測データを相互に提供する仕組

みである。この様な衛星を所有

していないアジア諸国は国際災害

チャーターに参加し、観測データ

の提供を要請することができな

い。現状では、国連機関等が発動

した場合にのみ、観測データが取

得される。

　センチネル・アジアでは、我が

国の ｢ だいち ｣ および「ひまわり」

に加え、インド、タイ等の衛星の

観測データが提供されるが、災害

発生時の迅速な対応のためにも、

EU の GMES と同様に、観測デー

タ提供源の多様化を図ることが望

ましい。

　国際災害チャーターとセンチネ

ル・アジアとの間で相互にデータ

が提供できるようにするため、新

たに連携関係を構築することが望

まれる。

(３）地球観測衛星および超高速

　 インターネット衛星後継機

の研究開発の継続
　センチネル･アジアは、地球観

測衛星の保有が参加の前提条件と

なっていないため、自然災害によ

り多くの被害を受けているアジア

諸国にとって参加しやすい形態で

あると言える。中国からも中国国

立防災センターおよび北京師範大

学が参加している。また、東南ア

ジア諸国連合事務局、国連アジア

太平洋経済社会委員会、国連宇宙

局と言った国際機関も参加してい

る。センチネル･アジアは、防災

と言う限られた分野ではあるが、

我が国がリーダーシップを発揮

し、我が国の顔が見える形で推進

している国際協力プロジェクトで

ある。

　今後とも、我が国のリーダー

シップの下、センチネル・アジア

を発展・強化し、アジア諸国との

友好関係を維持・強化するために、

我が国の貢献である陸域観測技術

衛星 ｢ だいち ｣ および超高速イン

ターネット衛星 ｢ きずな ｣ の後継

機の研究開発を継続する必要があ

る。

(４）アジアにおける

　 小型衛星開発協力の推進
　JAXA は、産学官連携の一環と

して、我が国の研究機関・民間等

に対し、5 ～ 50kg 程度の小型衛

星の H-IIA ロケットによる打上げ

機会を提供している。

　我が国では、超小型科学衛星

｢ れいめい ｣ の開発およびオーロ

ラの観測に成功した実績があり、

また 500kg 級の小型科学衛星共

通バスも検討されている。一方、

アジアにおける小型衛星開発で

は、欧州等との協力による事例が

多く、我が国は、ベトナム等との

間で協力を開始したばかりであ

る。アジア諸国との小型衛星開発

協力において、我が国のプレゼン

スは低いと言える。

　衛星データの多様化によるセン

チネル・アジアの強化のためにも、

我が国のプレゼンスの向上のため

にも、アジア諸国に対し、センチ

ネル・アジアへの協力を条件とし

て、小型衛星の打上げ機会を提供

するとともに、小型衛星開発協力

を推進する必要がある。
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